The Effect of Regional Employment Growth Disparity on Migration Pattern in China by 戴, 二彪
Title中国地域間の雇用成長格差の動向と人口移動パターンの変動
Author(s)戴, 二彪




























R.モ ー ルの社 会概 念 〔1)・… … …… … ・… … …・・長
日韓 接 続 産 業連 関分 析 … ・… … … …… ・… ・・… ・…・・中
味 の素 の 国 際 マ ー ケ テ ィン グ(1)… ・… ・… … … ・太
1950-60年代 日本 自動 車 工 業 にお け る
技 術 導 入過 程 の史 的 数量 分析(2)… … … … … 矢
日本 の企 業 金 融 制 度 の効 率 性 … … …… ・… …・… ・・黄
鉄 鋼 業 にお け る硫 黄酸 化 物 排 出 削 減 へ の
各種 環境 政 策手 段 の寄 与(1)・… … … … ・… … ・松
中国 地 域 間 の 雇用 成 長 格 差 の動 向 と
人 口移動 パ ター ンの変 動 …… … … … … ・・…… ・・戴


















1は じ め に
社会主義中国が成立 した1949年以降,国 内人口移動は大まかに,50年代の自












お り四,ま た,産業構造の転換 に着 目して,雇用成長格荒と人r/移動パターン
の関係についての研究もいくつか見 られている胸。
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3}阿 部 宏 史 〔1994〕;「地 域 問 雇 用 成 長 格 差 の 長 期 的 推 移 と 地 域 人]変 動 」.都 市 計 画 論 文/
122(466)第159巻 第5・6号
一方,中 国の人口移動 について,近 年では人口学的な記述分析 を中心 とす る
関連研 究が増えている ものの,人 口移動パ ター ンの変動 要因につ いての実証分
析 はまだかな り不十分で ある。筆者 は別の論文で,地 域 間所得格差要 因を加味
した 「修正」重 力モデルを用いて,1985年一1990年の5年 間の中国省 間人 口移
動 データを分析 し,地 域 間所得格差が近年の中国における人 口移動パ ター ンの
重要 な規定 要因で ある ことを実証 した%し か し,地 域 間所得格差 だけでは説
明で きない面が ある。 なぜな ら,人 口移動 パ ター ンが大 き く転換 したが,長 い
間に中国 にお ける地域 間所得格差の空間パ ター ンが従来か らそれ ほど変わ って
いないか らであ る%中 国 にお け る人口移動 パ ター ンの変動要 因をよ り克明に
説明す るため に,産 業構造 の転換 に伴 う産業別の地域間成長格差 の動向 を分析
す ることは不可欠で ある と思われ る。本稿では,シ フ ト ・シェア分析 を用いて
改革開放政策の実施以後 の中国 にお ける産業別地域 間雇用成 長格差 を考察 し,
人[移 動パ ター ンの変動 との関連 を検証する。具体 的に,以 下の点 について,
分析 を行 う。
1)各 時期 の地域別人H純 転入数 と純転 入率 を考察 し,中 国におけ る人口移
動 パ ター ンの動向を明 らかにする。
自)各 地 域 の産業 ・職業 別就 業数 の変 化 の観 察値(人 口セ ンサ スの調査 結
果)に,シ フ ト・シェア分析 を適用 し,改 革 ・開放政策の実施 と産業構造
の転換 に伴 う地域間産業 ・職 業別 の雇用成長格差の動向を検討す る。
3)人 口転入率 と,シ フ ト・シェア分析 の結果か ら得 られた地域 の産業 ・職
業別の雇用成長の 「差異効果」 との関係 を,相 関分析 と回帰分析 によって








「中国地域 間の雇用成長格差の動向 と人口移動 パ ター ンの変動(467)123
H分 析の方法と使用データ
1.シフ ト・シェア分析
産業別の地域間雇用成長格差が人 口移動パ ター ンに どの程度 の影響 を及ば し
たか を検 証す るために,各 地域の人口移動指標 と産業 別就業者数の変化の間の
関係 を考 察す る必要があ る。 ここで,注 意す べ きは,特 定地域の産業別就業者
数の変化 自身が,移 動者の押 し出 しや引 きつ ぎの直接 的な原因 とな るとは考 え
に くい とい う点で ある。それは,.その変化には,全 国の全産業の就業者総数の
増減 による効果 と,.全国の特定の産業部門の就業 者数 の増減 による効果,と い
う二つの各地域 に共通す る効果が含 まれているか らである。特定地域 におけ る
産業別就 業者 数の変化 の観察値か ら,こ の両効果 をあらか じめ分離 してお くこ
とがで きるのは シフ ト・シェア分析である。
シフ ト ・シェア分析(ShiftShareAnalysis)6」:Dunnらに よって提案され7〕,
特定地区 にお ける産業別就業数の変化 を,.全国における就業者数の変化 の効果,
全国 にお ける特定の産業部門における就業者数の変化の効果,更 に,特 定地域
における当該部門の就業者 数の変化 の効果,の 三つの効果に分離す る手法であ
る8,9,。これ らは,そ れぞれ,全 国成長効果(nationalgrowtheffect>,比例効
果(proportionaleffect),競合効 果(competitiveeffect>,と呼ばれてい る1q}1%
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で あ り,理佛が全国成長効果,1臨 が比例効果,G乱 が競合効果 に相当す る。
なお,E♂ は時点'に お ける地 区 ピの部 門 κ の就 業者数,AE,は 時 点'か
ら時点'+1ま での期 間にお ける地 区 ゴの部門 κ の就業者 の増加数,g。。は同
期 間にお ける全国の全就業 者の増加率,g激 は同期 間にお ける全 国の た 部門
の就 業者 の増 加率,9醒 は同期 間にお ける地区 ∫の部 門 北 の就業者 の増 加率
であ る。式(1)は,両 側 をEノ で 割 るこ とに よ6て,次 の よ うに書 き改 める
ことがで きる。
9勝軍9舩十(9躍起一9撚)十(9緯一9露κ)(5)
なお,こ こで,部 門 髭 は産業分類 によ るもので あって も,職 業分類 による
もので あって も構わない。 また,式 〔1>が増分ベースの シフ ト ・シェア分析で
あるのに対 し,式(5)は増加率ベ ースのシフ ト・シェア分析 である。本稿で は,
近年 の中国にお ける人口移動 パ ター ンを考察す る際に,地 域 の純転入率 を主 な
指標 としてい る。 これ と対応す るため に,以 下は増加率ベースのシフ ト・シェ
ア分析 に基づいて,産 業別 ・職業別の両方の地域間雇用 成長 を考 察 し,議 論 を
展 開 したい。
式(5>から明 らか なよ うに,特 定地区のあ る産業部門の就業者増加率の3つ
の成分の 内,全 国成長効 果(g朋)と 比例効果(g。κ一8㎜)は 全国的 に均一 な伸
び率か ら規 定 され るにす ぎず,当 該地区の産業別の雇用成長 の特性 を規定 して
い るのは右辺 の第 三項の競合効 果であ る。 したが って,あ る地 区 ゴの人口移
動 の変化 と直接 関連 す るの は 勘 自体で はな く,%.,(8。rg。)の両全 国成
分 を 翫 か ら除いた(9ザg。 ∂ と考え られる。
さらに,上 述 した伝統的 なシフ ト・シェア分析 における増加率ベ ースの競合






上式 の右辺 第1項 は地域 成長効果(regionalgrowtheffect),第2項は差 異
効 果(differentialeffect)と呼ばれ る。前者 は,地 区 ごの全就業者 の増加率 が,
全 国の全就業 者数 の増加率 をどれほ ど上回るか,な い しは下回るか を示す。後
者 は,競 合効果(g`此一輪ρ か らこの地域成長効果(9(n-g。。)を取 り去 り,地
域fの 部門 左の雇用成長の特性 をよ り明確 に表現 してい ると考 え られ る。
Arcelusによるこのよ うな拡張 ぽ,地 域 歪の部門 丸の就業者数の変化か ら全
国成分 と地域成分 の影響 を ともに分離 した点 に意義が ある と評価 され ている1%
特 に中国のよ うな発展途上国において,特 定地域 の産業別雇用変化における地
域 成長効果 は,経 済成長に よる労働力 への需 要拡大 の影響 よ りも,労 働 力増加
の圧力 の影響 が強い とい う可能性があ るか ら,地 域 ゴの部 門 左 に関す るよ り
厳 密な意味で の競 合性 を表 現す るた めには,そ の地域 成長効果(g`。一8襯〉 を
分離 してお くことが望ま しいであろ う。従 って,人 口移動パ ター ンに対す る産
業別の地域間雇 用成長格差 という要因の影響を検 討するためにば,人 口純転 入
率 と競合効 果の内の差異効 果(Six-gnk-8f。+8紛の関連 を検討すればいい こ
とになる。以 下では,こ の考 え方 に基づいて分析 を展 開す る。
2.使用データの説明
本研 究の分析 の地域区分は,基 本的に中国の30の省 レベ ルの行政 区区分 を用
いるが,デ ータの一貫性 を損 わないため1988年に設立 された海南省 は元 の所属
省広東省 に統合 し,デ ー タの足 りないチベ ッ トは除外 した。
中国の国 内人口移動 に関す る全 国の統計 には,国 家公安部 か ら発表 され る
1953年以後の戸籍登録制度 に基づ く毎 年の 「人口遷移」(戸籍 の移動を伴 う移
動)統 計 と国家統計局が1987年7月ユ日,.1990年7月1日にそれぞれ実施 した




基づ く人口移動 のデー タが ある。 しか し,80年代に入ってか ら,人 口流動(戸
籍 の移動 を伴 わ ない移動)の 活発 によつで'岡,公 安部 デー タ(戸 籍の移動 を
伴 う移動 の統計)が 次第に中国における人 口移動の実態を反映で きな くなった。
このため,本 研究では,近 年 の人口移動 パ ター ンと要因に関する検討 は,年 度
を重複す るが,1987年1%セ ンサ スか ら得 られた1982-1987年の5年 間移動
デー タと1990年セ ンサ スか ら得 られた1985年一1990の5年間移動 デー タに基づ
いて行 う。 なお,中 国 における人口移動パ ター ンの長期の推 移を概観す る際 に,
1985年までの公安部 データと1990年人口セ ンサ スデ一 夕が用い られた。
また,シ フ ト ・シェア分析の対象 とす る産業 ・職業 は中国の人口セ ンサスで
用い られ る標準産業 ・職業分類(産 業12種,職業7種 〉 の業種 を統合 して第1
表 の産業5業 種,職 業4業 種 を設定 した。
中国において,こ れまで 全国規模 の産業 ・職業別の就業.人口に関す る状況調
査 には,1982年7月1日 に実施 された第3回 人口セ ンサス,1987年7月1日 の
1%人 口センサ ス,1990年7月1日の第4回 人口セ ンサ スの計3回 があ った。
前述 の2つ の分析 期間(1982年～1987年,1985年～ユ990')の.各地域の産業 ・
職業別の雇用変動 を分析す るために,1982年,1987年,1990年の セ ンサスデー
タはそのまま用 いたが,1985年の各地域 の産業別 就業 人数E」κ(1985)は1弼2




1,移 動 パ タ ー ンの 長 期 的 推 移
中 国 に お け る 人 口 移 動 パ タ ー ン の 推 移 を 概 観 す る た め に,デ ー タ の 信 頼 性 と
15)早瀬 保子 〔1991〕:中国の人 口移動,「発展途 上国の 人口移動」,アジア経 済研 究所,81-108
ページ。
16)戴 二彪 〔1996〕:「中国 の大都 市における流動人口の急増要因:上 海 を例 として」,京都大学
「経済論叢」第158巻第4号,108-132ペジー.、
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時期 の連続性 を配慮 し,1953年一1985年の公安 部デー タとユ990年の第4回 人口
センサ スの 「前住 地調査結果」 を用い った。
ところで,各 省 ・直轄市 ・自治区(以 下では,省 と略称)の 公安局(庁)に
よる年末統計 をそのままま とめ る公安 部デー タをみ る と,全 国の省外転出数の
合計 と省外転人数 の合計の間にかな り大 きな差があ ることが分か った。1953年
司985年までの中国では,海 外へ の人 口移動 は極めて少なか ったので ,省 外転
人数 と省外転 出数は一致す るはずで ある。 このため,年 度'の 両者 の間の差
AM'は 各省 の統計上 の誤 差に よる もので あ ると考 えられ る。省 の人口数が多
いほ ど,統 計誤 差の重要な要 因 となる移動登録の漏れ ・重複 が多 くなると見 ら
れ るため,年 度'の 省 ゴの実際 の入口純転 入者数NM;`は次 の式で修 正す る
ことにす る。
醐4ノ=NM,'(統計数)一AM`*(Pf「∠Pの(8)
ただ し,AM』 年度'の 全国の省外転 入合計数
一年度'の 全 国の省外転出合計数
Pゴf:年度'の 省 ∫の人II数,P。':年度'の 全 国の人i..1数
さて,以 上のよ うに修正 された公安部 デー タと第4回 の人 口セ ンサ スデ一 夕.
か らみた中国の人口移動パ ターンの推移を示すのは第1図 であ る。
第1図 か ら,中 国 の人 口移動パ ター ンは,北 京 ・上海 ・天津 な どの三つ の中
央 直轄市 を含む沿海地域側か らみ ると,70年代末前 の純転 出,改 革 ・開放政策
が実施 され始めた70年代 末以後 の増加 しつつ純転 入,と 劇 的に転換 して きた こ
とが明 らか にな った。
2.近年の移動パターンの動向
近年の移動パ ター ンをよ り詳 し く示 しているの は,1987TFの1%人口セ ンサ
ス と1990年の第4回 人口セ ンサスの 「5年前居住地」調査 の結 果に基づ く第2
図 ・第3図 であ る。













(出所)「 中国 常 用 人11数拠 数 」(「†1国人 口 出版 社,1994年)の 省 別 歴 年 純 移 動 統 計 に基 づ い て.
前 述 した 方 法 で 推 定 ・作 成
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第2図 中 国.省別 人]純 転 入 率(1982～1987)
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第3図 中 国省 別 人 口縄 転 入 率(1985～]990)
匪』.
…欄嚇









1>東 部沿海地域(11省)は 中国の主 な人口純転 入地域 となってい る。1982
年一一1987年,1985年一ユ990年の両時期 に,純 転 入省 の数 はそれぞれ10省と
14省であるが,そ の内,沿 海地域 はそれぞれ8省 と9省 を占めている。特
に,最 も高い平均所 得水準 を持つ3つ の直轄市 と最 も激 しい経済成長を続
けている広東省 は高い純転入率 を見せ てお り,中 国の人口流入の中心 と言
える。
2)1982年～1987年の移動 パ ター ンと比べ ると,1985年一1990年におい て,
東部沿海へ の移動流 は更 に強 くなってい るとともに,西 部 の新彊 ・青海な
ど人口密度 の低 い省 も純転入省 とな った。
IV地 域 間雇用成長格差の動向
改革 ・開放政策が実施 きれた以後の移動 パ ター ンの変化 に対 して,産 業別の
130(474)第159巻 第5・6号
地域 間雇用成長格差要因は果た して どのよ うな影響 を与 えてい るのか,本 節 は,
まず,中 国 の産業別の地域間雇用 成長 の動 向を検討す る。
1.全国の産業構造の長期的推移と近年の動向
1952年～1990年の期 間に,全 中国の就業人 口数は2.07億人か ら5.67億人 まで
増加 した。その産業 別の構造 の推移 は第'1図に示 され てい る。










第4図 か ら,中 国の産業構造 は,い まだに第一次産業 中心で あるが,と りわ
け70年代.後期 か ら第一次産業か ら第二次産業 ・第三次産業へ著 しく転換 しつつ
あ ることが分か る。産業構造の このよ うな変動 は,一 側面か ら中国の経 済成長
の歩 みを反映 してい ると言えよ う。
近年 の産業構造の変動を よ り詳 しく示 しているのは第2表 であ る。 ここの産
業 ・職業分類 は第1表 に基づ くものである。
第2表 か ら見 られる ように,全 国の産業(職 業)別 の就 業者 の増加動 向には
か な りの変化があ ったが,い ず れの時期 において も,非 農業 俳 農職)全 体の
就業者の増加率は農林水産業 儂 林水産職)の 就業者の増加率 を ヒ回ってい る。
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第1表 シ フ ト ・,エ プ分 析 の た め の 業 種 分 類
統合後の分析対象業種 含まれているセンサスでの標準分類の業種
農 林 水 産 業 農林水産業口〕
工 業 工 業 匿;,地質 調査 業〔3)




サ ー ビ ス 業 運輸通信業〔5),卸小売 り業㈲,金 融保険業ω,不 動
産管理 ・住居サービス業(7}
行 政 ・文 化 事 業 衛生 ・ス ポ ー ツ ・社 会 福 祉事 業㈹,教 育 ・文 化 ・芸
術 ・マ ス コ ミ業(9},科学 研 究 ・技 術 開.発業 口①,国 家
機 関 ・政党 機 関 ・社 会 団 体〔吻
農 林 水 産 職 農林水産職〔6)
生 産 職 生産労働者 ・運輸労働者 ・ほかの労働者〔7)?
?
?
専 門 ・ 事 務 職 専門技術者田,行 政 ・政党 ・社団の幹部 と企業の責
任者②,事 務員〔3〕
販 売 ・サ ー ビ ス 職 商 業 販 売 職:4),サー ビス業 職 〔5)
注)=括弧内の番号 は人口センサ スでの業種の分類番号。
第2表 近 年 の 中 国 の 産業 別 ・職 業 別 就 業 者 の 増 加率 〔%)
就 業 部 門 1982-1987 ユ985-1990
全 産 業 ・ 職 業 12 16
農 林 水 産 業 8 16
産 非 農 産 業 合 計 23 ユ8
業 工 業 25 6
別 建 設 叢 21 一2
サ ー ビ ス 業 38 36
行政 ・文化事業 6 31
農 林 水 産 職 】G 15
職 非 農 『 職 17 20
業 生 産 職 15 8
別 専 門 ・事 務 職 8 32
販 売 ・サ ー ビス職 42 37
酷 所)=82年 セ ンサ ス,87年1%セ ンサ ス,90年 セ ンサ ス よ り算 出。 これ
以 外 に,い ず れ の 部 門 に も含 ま れ て い な い 「分 類 不 能..1があ る。
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ター ンの 変 動 の 重 要 な 背 景 で あ る と 推 察 さ れ る 。
2.シフ ト・シ■ア手法による地域間産業別 ・職業別雇用成長格差の分析
第2節 に述べた ように,シ フ ト・シェア分析 によって,特 定地 区における産
業別就業数の変化を,全 国成長効果,比 例効果,競 合効果,の3つ の成分 に分
解す る ことがで きる。3つ の成分 の内,全 国成 長効 果(8。。)と比例効果(8燃
一g朋)は 全 国的に均 一 な伸 び率か ら規定 され るにす ぎず,当 該地 区の産 業別
の雇用成 長の特性 を規定 しているのは競.合効果(gゴドg諭 で あ るか ら,あ る
地 区の人 口移動の変化 と直接 関連す るのは競合効果 と考え られ る。 さ らに,競
合効 果 も,地 域成長効 果.(8m-8n.)と差 異効果(8醜一g駄一9師+g。)の両成
分 に分 解す るこ とがで き,後 者 は,競 合効 果(幽 一8。∂ か ら地域 成長 効果
(8「。一8聞)を取 り.去った後 の地区 ゴの部門 んに関する,よ り厳密 な意味で の
競 合性 を表現す る と考 えられ る。次 は,主 に各地区の産業(職 業)別 の差異効
果動向 について検討する.が,地域別 の雇用成長の動向 を概 観す るために,ま ず
地域成長効果 を示す ことに しよ う。
第5図 の地域成長効果は,各 地 区の全就業者の増加率が,全 国の全就業者数
の増加率 をどれほ ど上回るか,も しくは下回 るか を示 している。 同図か ら,両
分析時期 においてかな りの変化が あった と見 られ るが,概 していえば,純 転入
省の上海 ・北京な どの東部.沿海数省 の地域成長効果値 が,逆 に内陸地域 の多 く
の純転出省のそれよ り低 いことが分か る。 これは,.中国におい て人 口移動が活
発 にな っている ものの,地 域 の就業者全体の変動 に与 える影響が まだ大 き く.な
く,地 域の就業者数の変化 は主 に地域内の労働力の供給動 向に左右 されてい る
ことを反映 している。 内陸諸省で は農村人口の シェアと人 口の自然増加率 が高
く,教 育を受ける年数 も東部沿海地域 よ り短いので,農 業や イ ンフ ォーマ ル ・
セクターの 「就業者」 になる時期が早い。 これ らの就業者 のか な り部分 は 「潜
在 失業者」 と言 うべ きで あるが,そ れ を区分す ることは難 しい ので,統 計 上ほ
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齢労働力 の自然増加率が高いほ ど,地 域成長効果値が高 くなるのは中国の現状
である。 この点か らも,雇 用成長格差 と.入口移動パ ター ン.の関連 を考察す る際,
産業別 の競合効果か ら,こ の地域成長効果 を取 り除 き,差 異効果 を抽 出す る必
要性 が改 めて認識.され よう。
第6図 は各省の農林水 産業 の差異効果 を示 している。3大 直轄市の北京 ・上
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海 ・天津 をは じめ,沿 海諸省 の多 くで.は,農村人 口の シェアが相対 的に小 さ く,
非農業ての雇用機会 も相対 的に多いため,農 村余剰労働 力が非 農業 に吸収 され
つつ あ り,両 期間 ともに差 異効 果の値が.負になってい る。一方,内 陸諸省 の多
くでは,農 村人 口の シェアが大 ぎ く,郷 鎮企業(農 村企業)17〕の発展 と外資系
企業 の誘致 も遅れてお り,適 齢 労働 力のほとんどは農業労働者 にな るしか ない












第7図 は各省の工業の差異効果 を示 してい る。農林水産業 と比べ ると,工 業
の差異効果 の値 には,は っき りとした沿海 ・内陸別の地域特徴 がみ られ ない。
1982年～ユ987年の期間に,郷 鎮企業 の急成長 を遂げた江蘇,断 江,広 東 などの
沿海数省 および豊富 な鉱物 資源 を有す る若 干の内陸省では,.値が正 になってい
るが,北 京,上 海,天 津,遼 寧 な どのその他 の地域では,工 業の主体 は国有企
業であ り,企 業 内の労働力 の過剰や新規投資 の不足な どの原因で,:..i:業雇用 の
増加 は低迷 していたため,値 がほ とん ど負 になってい る。....一方,1985年～1990
年の期 間に,ユ989年の経済引 き締 め政策 の影響 を受 けて郷鎮企業の倒 産事件が
多 く起 きた江蘇省,断 江.省で は値が負 に逆転 したが,外 資系企業の主な受け皿
としての広 東省,福 建省 および国有企業 の集 中 してい る諸省では,値 がほ とん
17>渡辺利夫など 〔1993〕=「図説中国経済・第9章 郷鎮企業」を参照,日本評論社。













第8図 は建 設業 の差 異効果が示 してい る。1982年一1987年の期間に,前 の第
4表 か ら見 られ るよ うに,中 国の建設業で は高 い雇用成長 を記録 した。同期 に
おいて,値 が正 になってい るのは郷鎮企業 の急成長で躍進 した江蘇,漸 江,山
東,広 東 などの沿海諸省 及び少数 の内陸資源省であ る。一方,198',年一1990年
の期 間に,1989f1=の経 済引 き締 め政策 の影響で,建 設業全体 の雇用成長率 は低
くなったが,同 期 間に,住 宅団地 開発や社 会基盤施 設の建設 を進 めて いた北
京 ・上海 ・天津で は,値 が1982年～1987年の期間の負値か ら高い正値 に転 じた
ことは注]的 で ある。
.第9図 はサ ー ビス業の差異効果を示 している。サ ービス業 は近年の中国にお
ける成長の最 も速い産業であ る。大都 市や 中都市で は,金 融業,卸 ・小売 り業,
ホテ ル業,通 信運 輸 業 な どの成 長ぶ りが 目立 つ よ うに なったが,数 多 くの
「鎮」 な どの小都 市で は,露 店販売 な どの インフォーマル ・セ ク ター に属 す
サ ー ビス業の就業者が急増 している。 フ ォーマ ルか インフォ.一マルか を別 とす
れば,サ ー ビス業の雇用成長 の地域格差 はあ ま り大 きくない とい える。 このた































第10図 行政 ・文化事業の差異効果の動向 團
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第10図は,行 政 ・文化事 業の差異効果 を示 してい る。「文化人革命」(1966～
1976)の間に,中 国の文化 ・出版 ・芸能,教 育(特 に大学 ・専 門学校教 育),
学術研究 などの文化事業や,立 法 ・司法 ・経済管理な どの一部 の行政機能 は大
き く破壊 された。改革開放以降,「文 化大革命」へ の清算 によ って,関 連の行
政機構が徐々 に回復 ・充実 し,各 種 の文化事業の.発展 も北京,上 海,天 津,及
び広州(広 東省 省都),南 京(江 蘇省省都)な どの沿海大都市 か ら,時 間差を
伴 って全国へ広 が っている。第10図か ら見 られ るように,ユ982年一1987年の期
「?
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間に,値 が正 になっている省の多 くは沿海省で ある。 そ して,1985年一1990年
の期 間に,値 の地域別特徴が不明確 にな った。 このよ うな動向 には,中 国の行
政 ・文 化事業 の回復 ・発展過程 が反映されている と推測で きる。
さて,各 地域 の職業別の差異効 果に関す る分析結果 について,農 林水産職 は
農業(第6図)と,販 売 ・サー ビス職 はサー ビス業(第9図),専 門 ・事 務職
は行政 ・.文化事業(第10図)と,ほ ぼ一致 し,生 産職 はユ:業(第7図)と 似 っ





第3表 は分析期間の人U純転入率(=純 転入者数/地 域人1..」数)について,




果は主 に地域内の人口(適齢労働力)の 自然増加に左右され,同 効果は人口
第3表 人口純転入率 と(雇用成長の)地域成長効果 ・差異効果との相関係数
1982-19871985一工990 1982-19呂71985-1990
地 域 成 長 効 果 一 〇,51 一〇.34 地 域 成 長 効 果 一 〇.51 一 〇.34
産業別差異効果 職業別 差異効果
農 林 水 産 業 一 〇.76 一 〇.69 農 林 水 産 職 一 〇.77 一 〇.70
工 業 D.30 O.09 生.座 職 0.32 O.00
建 設 業 0.18 0.63
サ ー ビ ス 業 0.28 0.03 販 売 ・サ ー ビス職 0.29 一 〔).23
行政・文化事業 0.70 一 〇,14 専 門 ・事務 職 0.68 0.04
注):純転 入率≡純転人数/地 域の入L1数g
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(労働力)を 押 し出す よ うに働い てい ることを反映 してい る と考 えられ る。
同表か ら,純 転入率 と農林水 産業 農 林水産職)の 差異効果 との間は,両 期
間 ともに強い負の相関であ ることも明 らかで ある。 これ は,農 業の新規就業者
はほ とん ど余剰労働者 にな ってお り,同 産業 の差異効果が高いほ ど,労 働力 を
地域外へ押 し出すカ(プ ッシュ要因)が 強 くなることを物語 ってい る,一 方,
純転入率 とほかの産業(職 業)別 の差 異効果 との相関関係 には,時 期 によって
変化があ る。1982年一1987年の期 間に,純 転 入寧 との相 関関係 につ いて,強 い
相 関を示 してい るのは,産 業別は行政 ・文化事業 の差異効 果,職 業 別は 専門 ・
事務職 の差異効果であ る。 これに対 して,1985年一一1990年の間に,強 い相関 を
示 して い るの は,産 業別 は建設業 の差 異効 果であ り,職 業別は分類 の原 因 も
あ って,該 当 の職業が見当た らない となっている。.
さて,人 口移動パ ター ンにつ いて,果 た してどの産業(職 業)の 差異効果が.
決定 的な影響 を与えているのかを検証す るた めに,回 帰分析 を行 ってみ よ う。
第4表 は地域の純転入率を従属 変数,各 産業(職 業)の 差異効 果の値 を説明変
数 として重回帰分析による結果 である。
上表 に示され る自由度修 正済 み決定係数 をみ ると,2つ 時期 につ いて,産 業
別の差異効果を説明変 数 とす る回帰式 も職業別の差異効果 を説明変数 とす る回
.帰式 も,か な.りの説明力が得 られてい ることが分か る。
同表か ら明 らかなよ うに,1982年～1987年の移動 パ ター ンに有意 な影響 を し
てい るのは,産 業か らみれば,農 林水産業 と行政文化事業であ り,職 業か らみ
れば,農 林水 産職 と専 門職であ った。農林水 産業(職)の 就業者の差異効 果の
値が高いほ ど,当 該地域の余剰労働 力が多い と考 えられ る。そ こで,同 差異効
果の係数が負 になるのは,理 解 しやすい結果 である。行政文化事 業及び専 門職
の差異効 果が 正で あ り,有 意で あ るこ.とは,同 時期 の人 口移動 において,行
政 ・教育 ・文化事業の 回復 ・振 興に伴 い転 勤(復 職)・大学 進学 ・大卒就職 な
どのエ リー ト移動が重要 な位置を占めていた ことを反映 してい ると思 われ る。
一方,1985年一1990年の移動 パ ター ンに有意 な影響 を与 えているのは,産 業
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第4表 産 業 ・職 業 別 差 異 効 果 に よ る回帰 分 析(被 説明変数:純 転.入事)














































自由度修正済k= 0.59 0.s7 自由度修正済 解 0.59 0.56
有 意F値 4.3E-05 1.6E-05 有 意F値 1.GE-05 3.1E-06
注):純転入率=純 転 人数/地 域 の人[数;()内 は,回 帰係数 のt値 。**と*は それぞ
れ19675%水準で有意。













差異効 果の係数が有意で ない ことであ る。 この点 につ いて,中 国 は日本を含 む
多 くの国の経 験とかな り違 うように見 られる。その原 因は主 に
1)80年代 の10年間において,全 国の工業 雇用 の増加規模が3千 万人 も.h回
るが,そ れは主に農村部の郷鎮 企業の躍進 によるものであ る18〕.しか し,
同時期 の郷鎮企業 は,村 弁企業(行 政区区分 の最末端であ る村 に所属)に
せ よ,郷 ・鎮弁企業(村 か ら構 成される郷及 び鎮 に所属)に せ よ,雇 用規
模が小 さ く,従 業員が同 じ村 あるいは同 じ郷 ・鎮出身のがほ とん どで ある。
これ らの企業 は地元の農村余剰労働力の受 け皿 の役割 を大 き く果た した も
のの,地 域外 の労働力 に対す る雇用規模 が大 きくなか った。
2)上 海 ・北京 ・天津 を代表 とす る中国の大都市で は,通 常 の発展 途上 国に
見 られないほど膨 大な工業集積があ るものの,そ の.多くは国有企業であ り,
従来 の雇用体制 のもとでほ とん どの企業 はすで に過剰雇用状 態 にな ってい
る19}。さ らに,市 場経済 の導入 に伴い,国 有企業 の市場競争力が弱 くな り,
過剰労働力 の リス トラを迫 られてい る。 このため,ほ とん どの大 都市 及び
巾都市で は,市 外労働 力の フォーマル ・セク ターの雇用 が厳 しく制限され
ている。
と考 えられ る。.要す るに,80年代 において,中 国 の工業成長 は,日 本 の高度経
済成 長時期 に見 られ る集中的な工業化,即 ち工業立地 の大都市 圏への集 中現象
と異 な り,分 散的であ る。 このよ うな工業化パ ターンが労働力 の産業 間移動 を
主 に郷 ・鎮の ような局所 的範 囲内に発生 させ るので,工 業 の雇用成長 の地域格
差が省 間人 口移動パ ター ンに与 える影響 を弱めてい ると考 え られ る。
VI結 び
本研究では,中 国における入口移動パターンの推移,お よび改革開放後の産
業(職 業)別 の雇.用成長の地域格差動向を考察 し,両者の関連を検討した.。得
18>「中国統計年鑑」 〔1992〕及び注13)を参照。
19)喩 文益 〔1994〕=過剰 就業的制度 囚素,清 華 大学学報 ・哲学社 会科芋版,第2期 。
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られた主要な知見 は以下 にま とめ る。
1>改 革開放以後,中 国の著 聞人口移動 パ ター ンは,三 大直轄市 を含む東部
沿海地域か らみれば,従 来の純転出か ら純転入へ転換 した。
2)Il個の経 済成長 に伴 って,産 業構造 における農業か ら非農業への転換 が
進んで いる一方で,地 域間の産業別 の成.反格差が存在 している。 シフ ト・
シェア分析 によって測定 された各省 の産業(職 業)別 の雇用成長 の差異効
果か ら見 ると,内 陸地域で は農林水産業(職 〉の雇用 成長が目立つが,東
部沿海地域で ば,1982年～ユ987年に行政文化事業の競合性 が強 く,1985年
一1990年には建設業の競合性が強 い と考 えられ る。
3)上 述 した人口移動パ ター ンの動 向 と同時期の地域間産業別雇用成長格差
の動向 との 間に,か な り高 い関連が あることが確認された。1982年一ユ987
年 においては,農 林水 産業(職)の 雇用成長の差異効 果が 人口移動 のプ ッ
シュ要因であ り,行 政文 化事業(専 門職)の 同効果は人i..i移動 の重要な プ
ル要因で ある と考 え られ る。 これに対 して,1985年～1990年においては,
農林水産業(職)の 雇.用成長の差異効果 は相変わ らず人 口移動の プ ッシュ
要因 として働いてい るが,建 設業の同効果 は最 も重要な プル要因である と
考 えられ る。
4)対 象期間のいずれにおいて も,工 業 の雇用成長の差 異効 果につ いて,そ
の人口移動パ ター ンに与 える影響が検出 されなか った。 これ は中国 の80年
代の工業化が郷鎮企業 の成長 を中心 に分散的に推進 され た結果 と言 えよう。
さて,本 研 究は改革 開放 と産業転換 に起因する地域 間雇用成長格差 とい う視
点か ら中国の人口移動パ ターンの変動要因を分析 し,一 定 の成果が得 られ た も
のの,デ ータ不足 のため,対 象時期が重複 してい るこ とや,改 革開放前 の時期
について分析 して いない ことな どの欠点が残 って いる。 また,中 国のよ うな広
.い国に対す る集計分析その ものは,多 様 な地域 ご との特性 を見 えな くして しま
う危 険性 があると思われ る、,急速に進 んでい る中国の 人II動 ・都市化の動向
と要因をよ り正 しく把 握す るためには,よ り長期的なデー タに基づ く分析 と代
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表性のあ る地域に関す る考察が必要であ る。 これ らについて は,今 後の課題に
したい。
本稿4t,1996年3月同志杜大学にて開催されたアジア都市問題研究会で発表したディ
スカッションペーパーを骨子として修正 したものである。京都大学私誉教授山「日浩之
先生をはじめ,同研究会の諸先生方から有益のコメントをいただいた。論文の修正に
当り,京都大学経済学部西村周三先生 ・田渕隆俊先生からご指導をいただいた。感謝
の意を表す。
